
平成２３年度一般会計補正予算説明資料
７款 商工費

（ ）１項 商業費 経済通商総室[経営支援室] 内線:７６５８
（ ）２目 商業振興費 単位：千円

財 源 内 訳 備
事 業 名 補正前 補 正 計

起 債 そ の 他 一般財源 考国 庫 支 出 金

とっとり企業支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
連携強化事業（東日本大 3,690 590 4,280 590
震災 中小企業特別相談体
制の整備）

トータルコスト 5,288 590 5,878 （補正に係る主な業務内容）
震災影響に係る経営相談、緊急支援チーム

従事する職員数 0.2人 0.0人 0.2人 の編成・全体管理

工程表の政策目標 指標 企業支援体制の充実：企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築（ ）

１ 事業の目的・概要
○東日本大震災の影響による売上や取引の減少等により経営に支障が生じていたり、今後支障が

生じることが見込まれる企業が増加。
○この状況を踏まえ、県に特別相談窓口を設置し中小企業からの相談に対応するとともに、関係

機関の連携による支援が必要な案件について、中小企業緊急支援チームを編成し経営再生計画
や経営改善計画を立案・実行し、金融支援をはじめとする実効性のある支援に結びつける。

２ 主な事業内容
平成２３年度中の緊急的対策として次の事業を実施
①県の関係機関に特別相談窓口を設置

震災による影響が生じている中小企業の経営相談等に対応するために県の関係機関に相談窓口
を設置 〔⇒経済通商総室、中部総合事務所、西部総合事務所、日野総合事務所〕。

②中小企業緊急支援チームによる支援の実施
経営相談の結果、緊急な支援が必要と判断される中小企業については、金融機関、商工団体、

信用保証協会、産業支援機関など、関係する機関同士が連携して緊急支援チームを編成し、実効
性のある支援を検討。

⇒現行の「とっとり企業支援ネットワーク」に金融機関が参加する新たな支援スキームを整
備して、金融支援を含め支援の実効性を高める。

⇒特別相談窓口の対応、緊急支援チームの編成など専任の非常勤職員（３名）を配置。
緊急雇用創出事業：８，１０４千円）（

③補正予算額 ５９０千円
専門機関等への相談費用５９０千円

３ これまでの取り組み状況、
改善点

○企業の根源的な経営課題の明
確化や解決に向けて、関係機
関が全県的に連携し支援を実
施 （H22支援実績；15件）。

○東日本大震災の発生に伴い、
金融機関の参加や県が中心的
事務局を担うといった拡充を
行い、企業支援のスピード感
のある対応や支援の実効性を
高める。

東日本大震災 緊急支援チーム 企業支援の流れ

企 業

商工団体 金融機関 県（事務局：経営支援室）

中部総合事務所・西部総合事務所）

１ 相談受付

３ チーム会議
の開催・支援
方向性等の
協議 商工団体 ※金融機関県産業支援機関等

４ 各機関等が
連携した支援
を実施

金融機関（融資実行等）

中小企業緊急支援チーム会議の開催

支援終了後のフォローアップ
（緊急支援チーム解散後は、通常の商工団体の指導等の中でフォローアップ）

県は、各機関の支援状況等を把握
５ フォローアップ

●金融支援も含め、関係機関
の総合的な支援が必要と

思われる案件をチーム事
務局へ報告

●事務局は、チーム会議開
催にあたり、企業実態（財
務・経営等）、課題、問題点
等を関係機関から聞き取り

、及び調査を実施、資料作成

中小企業緊急支援チーム
事務局（県）の企業調査等

●事務局は案件に応じて支
援メンバーを編成

●チームにより企業実態の把
握、支援の方向性等を協議

●相談企業毎に支援の中軸
となるチームリーダーを選任

２ 事前調査

■経営再生計画の立案・実行

・販路拡大等の収益改善
・キャッシュフロー重視経営への転換

・工程や原価管理の徹底
・販売戦略の見直し

・遊休資産の処分 等

※金融機関はチーム支援に当初から参加する場合と、
再生計画策定後に参画 の２パターンを想定。


